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第１章　アセットマネジメント（資産管理）の概要

１-１．定義

　平成 21 年7 月に公表された手引きでは、水道における「アセットマネジメント（資産管理）」と

は、水道ビジョンに掲げた持続可能な水道事業を実現するために、中長期的な視点に立って、

効率的かつ効果的に水道施設を管理運営する体系化された実践活動を指す、とされている。

１-２．目的

　アセットマネジメントの目的は以下の通りとされている。

①中長期的な視点を持って水道資産の管理運営が実践されること。

②アセットマネジメントの実践を通じて、維持管理、計画及び財務等の各担当が、更新投資の
必要性や財源確保について共通認識を持つこと。

③まずできることからアセットマネジメントを実践し、その実践により明らかとなった課題を解
決することにより、資産管理水準の継続的な向上につながること。

④財源の裏付けを持った更新需要見通しを作成することで、水道施設への更新投資が着実
に実施されること。

図 1-1 アセットマネジメントの実施体制
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１-３．効果

①基礎データの整備や技術的な知見に基づく点検・診断等により、現有施設の健全性等を適
切に評価し、将来における水道施設全体の更新需要をつかむと共に、重要度･優先度を踏
まえた更新投資の平準化が可能となる。

②中長期的な視点をもって、更新需要や財政収支の見通しを立てる事により、財源の裏付け
を有する計画的な更新投資を行う事が出来る。

③計画的な更新投資により、老朽化に伴う突発的な断水事故や地震発生時の被害が軽減さ
れると共に、水道施設全体のライフサイクルコストの減少に繋がる。

④水道施設の健全性や更新事業の必要性・重要性について、水道利用者や議会等に対する
説明責任を果たす事が出来、信頼性の高い水道事業運営が出来る。

①短期的な更新計画に終始し、長期的な視点に立った更新投資の平準化が出来ない。

②更新需要のピークに対して資金が追いつかず、資金不足や企業債残高の増大（もしくは必
要な更新の先送り）を招く。

③老朽化に伴う突発的な断水事故の頻発化や地震発生時の被害の深刻化を招き、ライフサ
イクルコストが増加する。

④事故や災害による断減水被害が増加する事に加え、水道施設の健全性や更新事業の必
要性・重要性について水道利用者や議会等に説明出来ず、水道事業全体に対する信頼
性の低下を招く。

★アセットマネジメントの実施効果は以下の通り★

★効果の明確化の為にアセットマネジメントを実施しなかった場合は以下の通り★

概 - 2



１-４．検討期間

　中長期的な更新需要及び財政収支の見通しの検討期間は、施設の耐用年数や更新財源

としての企業債の償還期間を考慮して、30～40 年程度とすることとなっている。本検討では、

2056 年度(平成68 年度)までの40 年間とする。（アセットマネジメントの手引きの記入様式に

よっては2050 年度まで表示することとする。）

図 1-2 アセットマネジメントと地域水道ビジョン等の各種計画との関係図

検討期間

企業債の償還期間を考慮し、30～40年程度、40年度とする。
検討年度、平成29年度（2017年度）
表示年度、平成68年度（2056年度）
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第２章　資産の現状把握

２-１．建設改良費の実績

　過去の建設改良費をデフレータで平成29年度価格に換算した結果を図2 1に示す。

なお、デフレータは建設工事費デフレータ（国土交通省建設調査統計課）の「上・工

業用水道」を用いた。（昭和59年度以前については「下水道」を準用した）

図2 1 様式1：建設改良費の実績（実質ベース：平成29年度価格）

　本村の水道は昭和39年から昭和43年頃に米国高等弁務官資金により建設されたのが

始まりで、復帰後の昭和49年に沖縄県知事より水道事業経営認可の交付を受けて「東」と「高

江」の2つの簡易水道事業が創設された。創設当時に整備された浄水場（高江、川田、慶佐

次に分散）から高江地区、宮城・川田・平良地区、慶佐次・有銘地区に配水を行っていた。

　昭和53年から平成6年の間は部分的な施設整備が実施されていたが平成7年以降は高度

浄水処理施設整備や平成12年度に実施された2簡易水道事業の統合認可を受けて老朽施

設の改良に着手、取水・導水施設、浄水施設、送配水施設の近代化並びに耐震化を実施し

現在に至っている。
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２-２．構造物及び設備の建設年度別帳簿原価

　過去の資料から現有資産を土木施設、建設施設、電気設備、機械設備、計装設備に

区分して集計を行った。管路を除く資産の帳簿原価は約58.96億円である。また、更新需要を

算定するために個別の資産を取得年度に応じてデフレータで平成29年度価格に調整すると、

現有資産全体で約64.69億円となる。

図2 2 様式2-1：取得年度別帳簿原価（現在価値）

２-３．管路の布設年度別延長

図2 3 様式2-2：布設年度別延長

概 - 5



第３章　資産の将来見通し

３-１．構造物及び設備（更新事業を行わなかった場合）

　ここでは、更新事業を行わなかった場合の現有構造物及び設備資産の健全度の算出

を行う。健全度の区分は下記の表3 1に示すとおりとする。

表3 1 構造物及び設備の健全度の区分

表3 2 法定耐用年数（設定値）

※緊急遮断弁を機械として計上しているが耐用年数は管路と同等の40年とする。

　算出結果を図3 1、図3 2及び表3 3に示す。現在のところ、現有構造物及び設備資産

（3,579百万円）のうち、経年化資産は18.5％（661百万）、老朽化資産は14.8％（531百万）とな

り、2050年度まで更新事業を行わない場合には健全な資産（法定耐用年数を超過していな

い資産）は全施設の25.2％に減少する。

　各資産区分の今後の健全度の推移を踏まえた更新の大まかな見通しは、次のとおり

である。

①建築：使用継続中の建築施設で最も古いものは昭和50年頃に築造した高江浄水場

内の機械室である。法定耐用年数を超過するのは2025年である。

②土木：使用継続中の土木施設で最も古いものは昭和50年頃に築造した高江浄水池

である。法定耐用年数を超過するのは2035年である。

受変電設備

ポンプ設備

監視制御設備・計装設備

建築

土木（管路を除く）

管路

電気

機械

計装

50

60

40

20

15

10

名　　称 算　　式

健全資産

経年化資産

老朽化資産

経過年数が法定耐用年数以内の資産額

経過年数が法定耐用年数の1.0～1.5倍の資産額

経過年数が法定耐用年数の1.5倍を超えた資産額

名　　称 耐用年数 備　　考
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③設備：設備（電気、機械、計装）は、機械及び計装に関しては現時点ですでに法

定耐用年数を超過した資産がある。計装に関しては法定耐用年数を超過した資

産が5割近くになり、早い時期に更新事業を検討する必要がある。

図3 1 構造物及び設備の健全度（更新事業を行わなかった場合）
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図3 2 構造物及び設備の健全度：個別（更新事業を行わなかった場合）
建築 土木

電気 機械

計装
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３-２．管路（更新事業を行わなかった場合）

　更新事業を行わなかった場合の現有管路の健全度の算出を行う。管路の健全度区分

は下記の表3 4に示すとおりとする。

表3 4 管路の健全度の区分

　算出結果を図3 3、図3 4及び表35に示す。現有管路（81.8km）のうち、経年化管

路及び老朽化管路は現在のところ0％で、2039年度まで更新事業を行わない場合には経年

化管路が20.9％である。さらに、2059年度まで更新事業を行わなければ77.2％の管路が経年

化管路または老朽化管路となる。

図3 3 管路の健全度（更新事業を行わなかった場合）

経年化管路 経過年数が法定耐用年数の1.0～1.5倍の管路延長

老朽化管路 経過年数が法定耐用年数の1.5倍を超えた管路延長

名　　称 算　　式

健全管路 経過年数が法定耐用年数以内の管路延長
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図3 4 管路の健全度：個別（更新事業を行わなかった場合）
取・導水管 送水管

配水本管 配水支管

概 - 10



第４章　更新需要の算定（法定耐用年数で更新した場合）

４-１．構造物及び設備（法定耐用年数で更新した場合）

　ここでは、現有資産を法定耐用年数で更新した場合の更新需要を算出する。なお、

経過年数が法定耐用年数に達した年度で、平成29年度価格に換算した帳簿原価を更新需

要とし、算出結果を図4 1、図4 2及び表4 1に示す。

　法定耐用年数で更新した場合、計算期間中（40年間）で8,646百万円の更新需要が

発生する。

また、現有施設ですでに法的耐用年数を超過した設備があることから、当面（2017～2019年）

の整備事業費が膨大なものになる。内訳として、機械設備、電気設備及び計装設備と法的耐

用年数の短いものが計算期間中に4～5回の更新となる。このため、全体の更新需要に占

める割合が大きくなっている。

図4 1 構造物及び設備の更新需要（法定耐用年数で更新した場合）

表4 1 構造物及び設備の更新需要（法定耐用年数で更新した場合）

概 - 11



図4 2 構造物及び設備の更新需要：個別（法定耐用年数で更新した場合）
建築 土木

電気 機械

計装
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４-２．管路（法定耐用年数で更新した場合）

　法定耐用年数で更新した場合の管路延長を算出し、これに区分別の布設単価を乗じ

て更新需要の算出を行う。管路の法定耐用年数は40年と定めており、今回の計算期間中に

全管路が更新対象となる。下記に5年度毎の更新対象管路延長を図4 2及び表4 2に示す。

これにより、年平均で2.09km（≒83.4km÷40年）の更新を行っていかなければ経年化管路が

増加する結果となる。

図4 3 更新対象管路延長（法定耐用年数で更新した場合）

表4 2 更新対象管路延長（法定耐用年数で更新した場合）

　区分別の布設単価は表4 3に示す。また、管路の更新については耐震管路での更新

とする。
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表4 3 管路更新の布設単価

　先に算出した更新対象管路延長に布設単価を乗じて更新需要の算出を行う。算出結

果を図4 4、図4 5及び表4 4に示す。

　法定耐用年数で更新した場合、計算期間中（40年間）で2,845百万円の更新需要が

発生し、これを年平均にすると71.1百万円（2,845百万円÷40年）で更新を行っていかなけれ

ばならない。

　更新時期は、1998年～2002年の4年間に整備した導・送水基幹管路更新が2040年

度になる。

図4 4 管路の更新需要（法定耐用年数で更新した場合）

表4 4 管路の更新需要（法定耐用年数で更新した場合）

配水支管 資産台帳データとデフレータ等による

単価
（千円/ｍ）

57

48

20

配水管 41 資産台帳データとデフレータ等による

名　　称 算　　式

取・導水管 資産台帳データとデフレータ等による

送水管 資産台帳データとデフレータ等による
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図4 5 管路の更新需要：区分別（法定耐用年数で更新した場合）
取・導水管 送水管

配水管 配水支管
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４-３．更新需要の合計（法定耐用年数で更新した場合）

　以上の結果から、法定耐用年数で更新した場合の更新需要は、2059年までに「構造

物及び設備」と「管路」の合計11,491百万円と見込まれる。検討期間（40年間）で平均すると、

287.3百万円となる。

○構造物及び設備の更新需要 8,646百万円

○管路の更新需要 2,845百万円

○合計 11,491百万円

○年平均更新需要 287百万円

図4 6 全体の更新需要（法定耐用年数で更新した場合）

表4 5 全体の更新需要（法定耐用年数で更新した場合）
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第５章　更新需要の算定（重要度・優先度を考慮した場合）

　法定耐用年数を基準として更新事業を実施した場合、年平均で287百万円の更新事業が発

生し、表5-1に示近年の事業費と比べると大きい結果となる。このため、資産区分毎に重要度

・優先度を勘案した更新時期の設定を行う。

表5-1　近年の事業費 （千円単位）

事業費は、資産区分の構造物及び設備の整備事業において大きくなる傾向がある。

５-１．構造物及び設備（重要度・優先度を考慮した場合）

　重要度・優先度の考慮方法は、法定耐用年数を基準として下記事項により設定する。

表5-2　重要度・優先度に応じた更新基準の設定

備考

補助事業

資産区分 管路 管路 管路
構造物
設備

年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

事業費 47,346 85,408 61,812 157,402

土木（管路を除く）

管路

電気

機械

計装

大

60 60 80

15 15 25

小

重要度・優先度
更新基準年

法定耐
用年数

備考

50 50 70 建屋等建築物：70

区分

建築

配水池等構造物：80

40 40 60 別途設定

20 20 30 受変電・制御盤設備等：20

ポンプ設備等：25

10 10 20 検出器・計測器・TM/TC盤：10
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　重要度・優先度を考慮した場合、計算期間中（40年間）で8,069百万円の更新需要となった。

これは、法定耐用年数で更新した場合の8,646百万円と比較して重要度・優先度を考慮した

場合が577百万円の減となった。

図5 1 構造物及び設備の更新需要（重要度・優先度を考慮した場合）

表5 3 構造物及び設備の更新需要（重要度・優先度を考慮した場合）
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図5 2 構造物及び設備の更新需要：個別（重要度・優先度を考慮した場合）
建築 土木

電気 機械

計装
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５-２．管路（重要度・優先度を考慮した場合）

　重要度・優先度の考慮方法は、法定耐用年数を基準として設定するが耐震管路整備が進

んでいる状況を踏まえて下記事項により設定する。

表5-4　重要度・優先度に応じた更新基準の設定

　重要度・優先度を考慮した場合、年平均で1.42km（≒56.9km÷40年）の更新となり計算期間

中（40年間）で2,184百万円の更新需要となった。これは、法定耐用年数で更新した場合の更

新延長2.09ｋｍ（83.4ｋｍ）、更新需要2,845百万円と比較して重要度・優先度を考慮した場合

が0.7ｋｍ（26.5ｋｍ）、661百万円の減となった。

図5 3 更新対象管路延長（重要度・優先度を考慮した場合）

表5 5 更新対象管路延長（重要度・優先度を考慮した場合）

区分
法定耐
用年数

重要度・優先度
更新基準年 備考
大 小

40 40 100 HPPE管：100

非耐震管路 40 40 60 DIP・HIVP管：40

耐震管路 40 40 100 GX管：100

〃
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図5 4 管路の更新需要（重要度・優先度を考慮した場合）

表5 6 管路の更新需要（重要度・優先度を考慮した場合）

取・導水管 送水管
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配水管 配水支管
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５-３．更新需要の合計（重要度・優先度を考慮した場合）

　以上の結果から、法定耐用年数で更新した場合の更新需要は、2059年までに「構造

物及び設備」と「管路」の合計10,253百万円と見込まれる。検討期間（40年間）で平均すると、

256.3百万円となる。

○構造物及び設備の更新需要 8,069百万円

○管路の更新需要 2,184百万円

○合計 10,253百万円

○年平均更新需要 256百万円

図5 5 全体の更新需要（重要度・優先度を考慮した場合）

表5 7 全体の更新需要（重要度・優先度を考慮した場合）
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第６章　財政収支見通し（更新財源確保）の検討

　前項の　第5章　更新需要の算定（重要度・優先度を考慮した場合）で算定した更

新需要に基づき更新投資を実施した場合の財政収支を算定することにより、財政に与える影

響を評価する。すなわち、中長期的な観点から損益勘定留保資金等（内部保留金）の推移

（資金繰り）や現在の料金水準・起債水準の妥当性を評価し、更新に必要な財源確保方策を

検討する。

したがって財政収支の算定にあたっては、財政への変動要素として算定した更新需要

と長期的な人口推移に伴う有収水量の変動を推計し、他の費目・項目については実績値を

参考に認可値と認可外値は一定とする条件設定を行った。（表6 1）

表6-1　各項目の設定方法

概 - 24



６-１．財政収支算定

１）料金据置ケース

　前項の条件設定にしたがって、重要度・優先度を考慮した更新を実施した場合の

収益的収支、資本的収支、資金残高等を算出した結果を表6 2、表6 3及び図6 1～図6 5

に示す。

図6-1　収益的収支（重要度・優先度を考慮した更新ケース）

図9-2　料金収入と資本費の比率（重要度・優先度を考慮した更新ケース）
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表6-2　収益的収支（重要度・優先度を考慮した更新ケース）

図6-3　事業費と財源（重要度・優先度を考慮した更新ケース）

図6-4　資本的収支と資金残高（重要度・優先度を考慮した更新ケース）
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図6-5　企業債残高（重要度・優先度を考慮した更新ケース）

表6-3　資本的収支（重要度・優先度を考慮した更新ケース）
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２）財源確保ケース

　前項の結果から、収益的収支で収入に比べ支出が多く、赤字の結果となる。

このことより、料金の改定を行う必要がある。

　よって、下記の通り料金設定を行い、財源の確保を図る。なお、料金設定については、平

成28年度実施の変更認可の料金の算定値を使用し料金設定を行う。

現料金表（平成28年度変更認可（平成31年度までの計画値））

　
設定：上記料金に25％の値上げを平成32（2020年）から3年毎に設定する。

　上記料金改定後の収益的収支、資本的収支、資金残高等の算出結果を

図6-6～図6 10に示す。

　

図6-6　収益的収支（重要度・優先度を考慮した更新ケース）
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図6-7　料金収入と資本費の比率（重要度・優先度を考慮した更新ケース）

図6-8　事業費と財源（重要度・優先度を考慮した更新ケース）
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図6-9　資本的収支と資金残高（重要度・優先度を考慮した更新ケース）

図6-10　企業債残高（重要度・優先度を考慮した更新ケース）
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第７章　検討結果のとりまとめ

　今回、「水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引き」に

基づきアセットマネジメントの概念を取り入れた検討を行った。その結果、本村簡易水道事業

の健全運営の為には水道料金値上げが前提条件となる事がわかった。

　厚生労働省ではアセットマネジメントについて財政収支見通しの検討手法及び更新

需要見通しの検討手法ともに標準型で行うことが望ましいとされている。

　今回、本事業体ではどちらについても標準型で検討を行っているが、データについ

て完全なものではなくレベルアップの必要性がある。よって、今後データの整備を進めていき、

より高いレベルでのアセットマネジメントを作成することが必要である。
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図7-1　更新需要の比較

図7-2　健全度の比較

法定耐用年数で更新した場合の更新需要
（様式6-1、様式6-2）

重要度・優先度を考慮した更新需要
（様式7-1、様式7-2）

更新を実施しなかった場合の健全度
（様式5-1、様式5-2）

重要度・優先度を考慮して更新した場合
の健全度（様式8-1、様式8-2）

区
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図7-3　収益的収支、資本的収支・資金残高の比較

重要度・優先度を考慮した更新需要に対する収益的収支（様式9-2、様式9-3）
区
分
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